































































































































































































































































































































































































































































































































































































負担抑制 財政赤字を含む国民負担率50％以下 定めなし 一 SNA（→決算ベース）
歳出削減
一般歳出：1997年度当初予算を下回る1998年度のみ なし 当初予算のみ
個別費目のキャップ 2000年度まで個別にあり 当初予算のみ
（注）1．1998年4月の修正後、弾力条項が追加された
2．修正後、2005年度に延長された
けないほど悪化した状況のなかで、こうした赤字国債の削減にこだわった
ことが、財政の健全性確保という建設国債の原則が本来意図していた目的
と果たして合致していたか、という疑問が残る。実際、赤字国債新規発行
ゼロを目標に入れ、さらに中間目標があったことでそれを優先させた結果、
1998年度に赤字国債は縮減されたが、建設国債はあまり削減されなかった。
具体的な財政収支改善策としては、歳出の個別費目へのキャップ（上限）
が設定された。一方、歳入措置については、規模の面での議論を先送りし、
具体策を盛り込まなかった。そのうえ、国民負担率（財政赤字を含む）に
よる長期的にみてかなり歳入を限定し、財政再建という点では逆行するよ
うな厳しい縛りを設定した。
法の制定という日本では初めての手法だったが、景気に対してあまりに
硬直的だったこともあり、1998年4月に赤字国債発行枠の弾力化等を盛り
込んだ改正が行なわれた。また、そこには目標達成期間の2年間延長も盛
り込まれた。しかし、アジア通貨危機などの要因が重なり、12月には財政
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構造改革法が凍結された。その間、橋本政権から小渕政権への移行なども
あり、財政構造改革は失敗に終わり、景気回復への取り組みを最優先する
政策に変化した。これにより、財政再建は一時的とはいえ、政権の課題か
ら姿を消すようになった。
（2）小泉構造改革
財政構造改革法凍結以降は、地域振興券配布などの歳出増大にとどまら
ず、特別減税や恒久的減税も実施され、財政がさらに悪化した。そして、
2001年4月の小泉政権発足を契機に、再び財政再建が政治課題にのぼるよ
うになった。
財政再建策を検討する際には、経済財政諮問会議がその主な舞台となっ
た。そして、「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本
方針」（2001年6月26日、閣議決定、以下「基本方針」）が現在に至る財政
再建の道筋をつけている。「基本方針」における財政再建の目的は、財政
を持続可能な状態に戻すことである。当初の目標として、2002年度予算に
おいて国債発行額を30兆円とし、次にプライマリー・バランスの黒字化を
目指すとされた。
r基本方針」に、建設国債の原則を読み取ることはできない。たとえば
公共事業については、「受益者による負担が極めて少ない制度の下で、や
やもすると、必要性の低い公共投資までが行われがちである」との認識の
下、rr公共事業」、r非公共事業」という区分にとらわれた予算配分を改
め」る必要があるとしている。そして、その水準の見直しを求めている。
また、プライマリー・バランス黒字化の意義を謳う部分もあるが、そこに
もそれは明確に表れている。「基本方針」では、その意義として2点をあ
げている。財政の中長期的な持続可能性回復と、世代間の公平である。こ
のうち世代間の公平では、「現在の行政サービスにかかる費用は、将来の
世代に先送りすることなく現在の税収等で賄うということ」としている。
ここでの行政サービスには、「公共事業」、「非公共事業」という区分はな
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い。つまり、将来世代が社会資本を利用するかなど問題にしていない。
橋本財政構造改革ではその一部が残り弊害を生んだ建設国債の原則だが、
小泉改革では、完全にその姿を消した。たとえば、小泉政権発足後の財務
大臣による通常国会における財政演説では、財政再建にかなりの時間を費
やしながら、建設国債やそれに類する単語がまったく使用されていない。
また、国会の論戦においても、建設国債が話題になるのは三位一体の改革
関連の部分で、建設国債対象経費の公共事業の国庫補助負担金が、地方へ
の税源移譲となるか否かといったことがほとんどである。
財政法第4条は事実上無視されており、空文化している（17）。また、公共
事業の水準そのものが、国際的に見て高いということなどから削減対象と
なっている。「建設国債なら発行しても良い」といった悪しき運用によっ
て公共事業が膨張し、他の経費が必要性とは無関係に削られてしまう状況
よりはよほど良いだろう。政府債務残高が急激に膨張し、主要国中最悪の
状況になるなか、財政のサステナビリティの危機という段階に完全に移行
し、建設国債の原則を論じる余地などないのが実情である。財政再建の目
標が、負担と受益の一致といった財政規律やせいぜい財政の硬直化打破を
前面においた段階、すなわち財政倫理的な部分を含んでいた時代から、完
全に経済学的な目標へ移らざるをえなくなった。
2002年度当初予算において国債発行額30兆円目標を達成（補正後・決算
では未達）した後、2003年1月24日に閣議決定された「改革と展望一2002
年度改定」において、財政再建目標をより具体化している。まず、2006年
度までの政府の大きさ（一般歳出規模のGDP比）について、2002年度水
準を上回らない程度とする、そして、2010年代初頭においてプライマリー・
バランス（基礎的財政収支）の黒字化を目指す、といったことなどである。
無論、ここにも建設国債の原則をうかがわせる文言は見当たらない。
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終章建設国債の原則は必要か
これまで見てきた通り、建設国債の原則はすでに形骸化している。建設
国債の原則の効果を強いてあげれば、毎年度の予算総則において公共事業
費がまとめられている程度である。新規国債発行額が34兆円にのぼり、そ
のうち赤字国債だけで28兆円（2005年度当初予算）を占めるなか、赤字国
債新規発行ゼロはほとんど絵空事に見える。現時点であえてそれを目標に
すれば、またかつての弊害をもたらす可能性が高い。建設国債の原則の本
質から外れて、単なる赤字国債発行ゼロの目標が掲げられる時に、さまざ
まな弊害が生じることは、これまでの分析で明らかである。財政再建目標
としては、当面プライマリー・バランス均衡で十分である。
一方、1980年代後半から1990年代にかけてみられた弊害といえるような
ものは現在とくにない。そのため、あえて建設国債の原則を制度的に変更
する必要性は薄いかもしれない。しかし、将来の財政運営を考えると、制
度の存在に不安が残ることも事実である。
問題は、プライマリー・バランス均衡の目標達成、あるいはそれが見え
てきた時期のことである。プライマリー・バランス均衡そのものは、政府
債務残高の加重平均利率と名目GDP成長率が一致あるいは後者が高い限
りにおいて、財政の維持可能性の高い状態といえる。そのため、プライマ
リー・バランス均衡の目標達成後、短期変動による赤字化は除き、中長期
的にその維持を目標にするのは一定の合理性がある．しかし、その時に建
設国債の原則を適用するとどうなるであろうか。
プライマリー・バランス均衡は、一定の新規国債発行を伴う。その水準
が、本来必要とされる公共事業費を下回っている状態だった場合、結果と
して建設国債発行額と発行可能額との間に「すきま」が生じることになり、
建設国債の原則本来のねらいと合致する。財政の維持可能性が一定程度確
保されたうえ、建設国債の原則もその本来的な意味において守られるとい
う非常に望ましい状況といえる。しかし、問題は「建設国債だったら発行
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しても良い」といった悪しき建設国債の原則運用の面が出た場合である。
このケースではプライマリー・バランス赤字となり、財政の維持可能性を
低めることになってしまう。これまでの建設国債の原則の運用を振り返る
と、その恐れは強い。
一方、プライマリー・バランス均衡時の新規国債発行額が、本来必要と
される公共事業費を上回っている場合はどうだろうか。2005年度当初予算
で試算すると、仮にプライマリー・バランスが均衡していれば、財政収支
赤字は約12兆円となる。2005年度の地方財政はほぼ収支均衡しているので、
この財政収支赤字は国で出すことになるだろう。一方、建設国債の新規発
行額は約6兆円なので、ここで想定した状況に当てはまる（18）。こうしたケー
スで建設国債の原則が再び注目されると、1991～93年度に赤字国債新規発
行ゼロを維持した際の問題が再び出る恐れは否定できないだろう。プライ
マリー・バランス均衡の範囲内で、「建設国債だったら良い」あるいは
r赤字国債は良くない」との観点で無理をして赤字国債新規発行額をゼロ
とする一方、建設国債新規発行額を膨らませることになりかねない。とく
に、やりくりによって赤字国債新規発行額を減らし、その分を建設国債増
発分にまわすという選択が行なわれれば最悪である。
これらの恐れを回避するには、現在空文化してしまった財政法第4条を
形式的にもなくすことが必要である。
【注】
（1）財政法第4条の立法段階において、後世代に受益なき負担を負わせる訳ではな
いと必ずしも意図していたとはいえない。詳しくは、大蔵省財政史室（1983）
（1977）、浅羽（1998）を参照せよ。
（2）詳しくは、浅羽（1998）を参照せよ。
（3）必ずしも全額が建設国債発行対象ではない。また、その他の費目のなかに建設
国債発行対象経費が含まれる。
（4）1967年3月17日（出所：国会会議録）
（5）衆議院本会議、1966年1月31日（出所：国会会議録）
（6）貸付金や出資金の効用発揮期間を100年と仮定し、公共事業による社会資本の
耐用年数（40年程度と考えられる）と加重平均して計算された。
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（7）衆議院本会議、1976年1月23日（出所：国会会議録）
（8）ともに、第88回国会衆議院本会議（1979年9月3日）における大平正芳首相
（当時）の発言。1980年1月25日の竹下登蔵相（当時）による財政演説（91回国
会衆議院本会議）でも、同様の発言がなされている（いずれも、出所：国会会議
録）。
（9）1982年9月16日。発言は、「昭和59年度に赤字国債依存体質を脱却することを
当面の目標と致しました。その理由は昭和60年度から赤字国債の大量償還が始ま
りますので、それまでに財政の健全化を図っておきたいということにあります」
というものであった（資料：参議院予算委員会調査室編（1992））。
（10）1980年4月1日、衆議院大蔵委員会による吉野良彦政府委員（大蔵省：当時）
による答弁。rともかく五十九年度には特例公債をゼロにいたしたいという悲願
を持っているわけでございますし、それから特例公債だけではなくて建設公債を
も含めました公債依存度が異常に高いという現在の状態からいたしますと、全体
として公債の発行額を極力減らしていくということが私どもの目標でございます。
そこで、御指摘のように、でき得ますならば、もちろん二兆円でも三兆円でも減
らし得ることができますならば、それはその角度からはまさに望ましいことであ
るわけでございます。」（出所：国会会議録）
（11）第35回総選挙。自民党は過半数（256議席）を下回る248議席にとどまった。
ただし、総選挙直後の保守系無所属の入党により、過半数を2議席上回った。
（12）サマー・レビューの内容について詳しくは、参議院予算委員会調査室編
（1992）pp．3－5を参照せよ
（13）詳しくは、浅羽（1998）を参照せよ。
（14）詳しくは、浅羽隆史（1993）「財政再建の評価と今後の財政動向」（『富士総研
論集』第12号）を参照せよ
（15）同報告書では、「特例公債依存体質からの脱却過程は、単に経済の変動が財政
に及ぼした影響からの回復過程として捉えられるべきではない」として、「厳し
い歳出削減努力が積み重ねられ」た結果と分析している。
（16）1993年3月10日
（17）もちろん、毎年度の特例法は制定されているが、ほとんど形式的なものになっ
ている。
（18）財政収支均衡とプライマリー・バランス均衡の差は、政府債務残高の加重平
均利率などによって変動するうえ、一般会計による国債整理基金特別会計への繰
り入れ状況などによって一般会計の新規国債発行額は変わる。そのため、ここで
の試算は厳密な数値を表すものではない。
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